２０２５年度　統括事業所さの　事業報告書

【事業所名】　足立区さのデイサービスセンター

Ⅰ　事業の年間報告
	事業の概要
	自己評価
	年間の取組と年間評価
	取り組むべき課題

	１　利用者への取組

	（１）人権尊重の徹底
	Ａ
	1 事業所で取り組んでいる個別機能訓練加算Ⅰの取得で新規・更新利用者が拡大してきた。
理学療法士による居宅訪問にて利用者の生活課題だけでなく、家族の介護負担軽減や介護相談助言にてケアプランに繋がる流れが確立できてきた。
2 職員間で相互に声をかけ合い、虐待に対しての意識や精神的・身体的負担を解消する等、認識を改めた。
・虐待の芽チェック職員２８名対象で実施（７月）。全体に「やっていない」率は高いが、項目によっては「見たり聞いたことがある」が５０％の割合となっている。
・虐待防止研修実施（７月）
3 併設他部署との連携として、社会資源の活用や災害対策、他職種間交流など更なるサービス向上に向けた研修や意見交換を定期的に行った。
月1回定例会議はじめ、年1回居宅意見交換会を実施
毎月のセンター会議にて居宅職員１名参加。情報共有し共通認識をもつ。
	1 個別機能訓練加算Ⅰ（イ）取得に向けて、職員体制の整備や加算取得の必要性の認識を改善していく。稼働率向上に向けても個別機能訓練を中心に取り組む。
2 虐待の芽チェックリスト、研修を実施し職員の意識を強化する。不適切ケアに対して注意しあえる風土作りを継続課題として取り組む。


3 利用者個々のニーズの実現、アセスメント把握による必要プログラムの精査など他職種間連携を通しチームケアを推奨していく

	
	
	
	

	（２）苦情解決・相談体制の整備
	Ｂ
	1 苦情・事故への早急な対応、対策により職員のリスクマネジメント意識を高め、介護事故防止委員会主導のもと、効率的なリスク管理が定着してきた。各自が自己意識をもつことで、事故が減りヒヤリハットが増加するなど、結果として事故を未然に防ぐ活動ができている。
2 デイサービス相談員の役割や相談援助の基礎など担当グループの垣根を越えて研修や意見交換を実施、少しずつ職員の相談援助スキルが向上している。介護保険情報や他施設の状況を情報共有することで、相談援助業務の幅を拡げ確立してきたが、居宅支援事業所ケアマネジャーとの関りや情報交換など職員の対応による不備が生じるケースも発生。
3 第三者評価にて「電話や連絡帳の対応が親切」等のコメント頂く。
	1 更なる苦情・事故防止のための対策が必要課題。特に多様化する苦情内容の把握やヒューマンエラーを無くすためのＡＩの活用を視野に取り組んでいく。
2 多様化する利用者や居宅介護支援事業所からのニーズに対応できる柔軟な相談援助、受入れ体制を確立していく。選ばれる施設になるよう、相談援助技術の向上や居宅支援事業所との関係作りを強化していく。
相談員育成は今後も継続課題として取り組んでいく。

	
	
	
	

	（３）事故防止対策
	B
	1 介護事故防止委員会を中心に、事故防止対策を検討し一つひとつ改善していくことで、実際に事故が減りヒヤリハット報告が増加するという結果が出た。事故を他人事としない、各自が当事者意識をもつことで事故防止に繋がっている。
(ヒヤリハット　2024年度４３件　→　2025年度５１件  事故2024年度１２９件　→2025年度１０５件)
2 事故報告の周知が遅れ、把握できずに再発していたものが、ファイルメーカー内にデイ独自の事故報告一覧を設けたことで、各職員が早急に事故概要の把握と改善策の周知ができるようになった。そのため、事故に対する意識が高まり、ヒヤリハット報告が増加し職員間での連携にも役立った。
3 法定研修　「入浴介助」「倫理及び法令順守」「認知症ケア」1回ずつ実施
	1 事故防止委員会では、デイ内部だけでなく併設する特養や他部署との連携の上で事故防止、リスクマネジメントに取り組む。

2 事故やヒヤリハット報告を各職員が把握しやすいように、分類を統一化、明確化し情報共有のもと、事故の再発を防止する。職員間でも気づきや意見交換による情報共有に努める。

	
	
	
	

	（４）サービスの質の確保
	Ｂ
	1 アクティビティの充実として、ニーズの高い外出や外食活動を計画していたが、現実的には人員不足、送迎車確保困難の問題から下半期は活動頻度が減少した。活動内容への不満、意向にそぐわず、利用を中止する利用者もいた。（　一般　約10名　　認知症　２名）
2 認知症デイは、個別ニーズに合わせた活動プログラムを提供したが外部へのアピールが不足。
認知症ケアに特化した医療ケア、生活リハビリ等を実施していても外部評価が低い傾向がみられた。しかし、多様化する利用者ニーズ、家族やケアマネが求めるサービスに対応しきれていない部分がある。しかし、第三者評価の家族コメントでは　「本人の気持ちを尊重して対応して頂いてる」「本人に合ったプログラムがある」などコメントあり。
	1 職員体制や規模で制限せず、利用者個々のニーズ実現に向けたアセスメントの強化や実現可能なプログラムの構築。
集団だけでない個別活動や外出などの生きがい活動の充実。
2 認知症ケアの一環として、在宅での医療ケアの充実。また、地域や関連機関と連携し、家族支援にも注力していく。長年培った認知症ケアを活かし、居宅・外部へ訪問や目を引くパンフレットを作成しアピール強化していく。

	
	
	
	

	２　職員への取組

	（１）人材の確保・育成・定着
	Ｃ
	1 パート職員、無期職員の離職が続き人員確保が困難な状況にあった。既存の就業形態にとらわれず、時間帯や業務内容を見直し、未経験者や区の紹介事業を活用し人財受け入れの幅を拡げている。短時間就労など、職員のライフスタイルに合わせた働き方ができるように職員間でも協力支援体制をとった。資格取得制度を活用し、職員がスキルアップすることで人材定着にも繋がった。
2 法定研修　4月入浴介助、　6月ＢＣＰ対策、　7月高齢者虐待防止、　9月個人情報保護、
11月感染症、　12月倫理法令順守、　1月認知症ケア、　3月腰痛予防
	1 資格有無での給与形態の変化が大きく、短時間就労希望者が減少している傾向。無資格・未経験者でも人財確保し育成・定着できる土壌つくりが必要。
職員間では連携・協力体制を整え、フォローアップするとともに誰もが働きやすい職場環境整備にも注力する。

	
	
	
	

	（２）人材の活用
	Ｂ
	1 生産性の向上を意識した業務改善により、入浴時の処置業務を医療職が担い、送迎添乗業務をグループではなくデイサービス全体として考え、ドライバーも傾聴、見守り対応し主業務に捉われず誰もが協力体制をとることができた。退所した職員からの紹介や足立区事業（おしごと体験・おしごとトライアル）により２名の有期契約職員が入職した。
	1 流動的な職員配置により、職員間で相互に業務分担できる一方、専門性が低くなる懸念がある。業務内容や時間帯においては、有資格者・経験者・時間業務集中型と特性を生かした人財の活用も検討。

	
	
	
	

	（３）職場環境づくり
	Ｃ
	1 限られた人員配置で職員連携の不備や不満が継続してきかれた。一部では職員のパワーバランスも影響し職場の雰囲気が悪くなっていた。管理職との個別面談、個別指導など定期的に職員聞き取りを行った。担当会議・パート連絡会・介助員連絡会など各種会議で意見交換を行うことで相互理解を深め、職場環境の見直しや各個人のウェルビーイング向上に努めた。
	1 日々のコミュニケーションを円滑にして誰もが意見を述べ、課題解決に前向きに取り組める体制をつくる。相談しやすく意見を出しやすい環境、ハラスメント対策やストレス軽減に向けた職場環境つくりを継続的に行い、心理的安全性を高める。

	
	
	
	

	（４）人事給与トータルシステムの構築
	C
	1 資格有無による給与格差から離職された職員もいる。特に時間パートは影響受けやすく、祝休日手当がないため、休み希望が重なりやすい傾向にある。そのため人財確保が困難な状況。
また職員は職責・役割理解が乏しく、パワーバランス不均衡を生みやすい。
	1 最低賃金を踏まえ、無資格・未経験でも安心して働ける給与体制が必要。状況に応じた個別の面談、指導を実施していく。

	
	
	
	

	３　地域社会への取組

	（１）地域貢献
	Ｂ
	1 ボランティアへ活動の場を提供し、地域交流に繋がる活動となった。活動ボランティア（将棋・麻雀・歌声喫茶・ドライヤーなど）だけでなく、地域学生の体験実習の受入れ、他施設・医療機関などの見学や意見交換から地域拠点としてのアピールにもなった。
	1 ボランティアの受入れだけでなく、施設から地域へ出向いての地域交流や地域の社会資源として貢献するなど、多様な交流を行う。

	
	
	
	

	４　経営基盤強化への取組

	（１）収入増への取組
	Ｃ
	1 ショートステイ利用や通院、体調不良での欠席、入院者増から稼働率が低迷。振替利用、ワンデイ利用、短時間利用の提案・推奨を個々に行ったが大幅な改善はみられなかった。
・２０２５年度　認知デイ平均稼働率６０．７％（最低5月　５６．８％　最高１０月　６７．３％）
・２０２５年度　通所介護平均稼働率６７．６％（最低2月　６４．５％　最高7月　７０．６％）
2 保険外サービス（買物代行）導入。ケアマネジャーからは内容確認の話はあるが活用までに至っていない現状にある。
	1 稼働率向上のため居宅事業所との連携を強化する。
2 アピールポイントの増加。ニーズの高い外出支援や買い物活動など、目玉となるプログラムを刷新していく。

	
	
	
	

	（２）コスト削減への取組
	B
	1 生産性向上に向けたプロジェクトチームを編成、業務改善を進めている。職員個々が業務改善への意識をもてるように取り組みやすい課題の改善に努めた。
	1 既存にとらわれない業務改革。不要・代替え可能な業務や取組を見直し、現状に合わせたものへ更新していく。
ＡＩ導入、紙使用の廃止など、できる事からコツコツと行う。

	
	
	
	

	（６）災害・感染症対応
	B
	1 訓練実施。　　６月　机上訓練、　2月　防災訓練、　
リスクマネジメント委員会を通じた定期的なＢＣＰの見直し、運用ができた。
施設全体での合同防災訓練も実施。災害想定での訓練とし、他部署との連携を強化できた。
	1 ＢＣＰに基づいた災害対応が的確に行えるよう、状況に応じて定期的な見直し改善を行っていく。
2 利用者滞在中の災害時避難の課題を明確化し、訓練を実施していく。
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